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プロフィール 2023年3月31日現在

設立

代表取締役社長

職員数

資本金

本店所在地

URL

支店・事務所等

総資産額

貸出金残高

総自己資本比率

発行体格付

2008年（平成20年）10月1日（旧日本開発銀行 1951年（昭和26年）設立）
（旧北海道東北開発公庫 1956年（昭和31年）設立）
（旧日本政策投資銀行 1999年（平成11年）設立）

地下 誠二

1,270名

1兆4億24百万円（全額政府出資）

〒100-8178 東京都千代田区大手町一丁目9番6号

https://www.dbj.jp

支店10ヵ所、事務所8ヵ所、海外現地法人4ヵ所

21兆1,605億円

15兆1,762億円

15.15% （バーゼルⅢベース、国際統一基準）

A1 (Moody's)、A(S&P)、AA+ (R&I)、AAA (JCR)

（上記は単体ベース）
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DBJグループの企業理念体系
 今日までのあゆみに加え、今後想定される様々な環境変化や社会課題を踏まえて設定された使命（存在意義）と役職
員が共有する価値観（変わらないもの）、そして2030年時点において目指すべき姿である「ビジョン2030」から構成される。

 企業理念に基づく当行グループの強みとして、４つのDNA（長期性、中立性、パブリックマインド、信頼性）を位置付ける。

使命

ビジョン2030

DBJらしい強みを発揮し、
使命の追及・ビジョンの実現へ

行動基準

価値観に立脚した
「戦略」の実行

価値観の実践により
「強み」を形成

Mission

Vision

Action Guideline

未来にわたり、
変わることなく
追求し続ける
「目的」

「金融力で未来をデザインします」
金融フロンティアの弛まぬ開拓を通じて、お客様及び社会の
課題を解決し、日本と世界の持続的発展を実現します。

使命を追求し、
戦略を遂行した結果、
2030年時点で
到達している
「将来像」

産業・インフラ分野のプロフェッショナルとして、幅広いリスク対
応能力を発揮して、事業や市場の創造をリードすると共に、
危機対応など社会的な要請に的確に応え、2030年の経済・
社会において独自の役割を果たします。

Business strategy
事業戦略

セクター戦略
機能戦略
エリア戦略

基盤戦略
Capital strategyサステナビリティ

経営

2030年のビジョンに辿り着くための「戦略」 ⇒ 第5次中期経営計画

戦略の遂行を支えるDBJらしい「強み」
4つのDNA 長期性・中立性・パブリックマインド・信頼性

価値観を具体的な
行動で実現するための
「ガイドライン」

役職員が共有する
変わらない
「価値観」
（基礎部分）

▶未来への責任 経済価値と社会価値の両立を追求し、未来への
責任を果たします。

▶お客様視点  お客様の立場に立ち、誰よりも徹底的に考えます。

▶卓越したサービス 常に業務を見直し、サービスの質と生産性を高めます。

▶個の挑戦と協働  フロンティアに挑戦し、成果にこだわり、やり切ります。
多様性を尊重し、協働して、お互いを高めます。

▶挑戦（Initiative） ▶誠実（Integrity）

財務資本 人的資本
知的資本 関係資本

社会資本

価値観
Values

転載禁止
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Section 1

DBJ健康経営（ヘルスマネジメント）格付融資の概要

転載禁止
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DBJグループの環境・サステナビリティへの取り組み

環境対策事業
これまで40年以上に亘り環境対策事業に対する3兆円以上の投融資を実施

UNEP FI（国連環境計画金融イニシアティブ）に署名

DBJ環境格付融資開始 ～DBJサステナビリティ評価認証融資
独自に開発した格付システムによる「環境格付」の手法を導入した世界で初めての融資メニュー
2006 DBJ BCM格付の運用開始
2012 DBJ 健康経営格付の運用開始

不動産分野におけるグリーンファイナンス
2011～ DBJ Green Building認証開始
2014～ 日本で初めてGRESBの投資家メンバーに参加
2016～ GRESBのアドバイザリーボードに唯一の日本メンバーとして就任

DBJグリーンボンド／サステナビリティボンド発行
2014 日本の発行体として初めてグリーンボンドを発行
2015 以降、継続してサステナビリティボンドを発行
2017 Green Bond Principlesの発行体メンバーに参加

サステナビリティ経営の取り組み
2016 国連責任投資原則（PRI）に署名
2017 サステナビリティ基本方針公表、サステナビリティ委員会設置
2018 TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）に賛同表明
2020 赤道原則採択
2021 ポセイドン原則への参画
2022 自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）フォーラムに署名、参画

1960年代～

2001

2004～

2011～

2014～

転載禁止
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 DBJサステナビリティ評価認証融資は、DBJが独自に開発したスクリーニングシステムにより企業の非財務情報を評価して優れた企業
を選定し融資するもの。

 環境経営およびサステナビリティ経営を評価する「環境格付」、防災および事業継続の取り組みを評価する「BCM格付」、従業員の
心身の健康づくり及びエンゲージメントに関する取り組みを評価する「健康経営格付」の3つのメニューを用意。

DBJサステナビリティ評価認証融資 概要

 DBJ環境格付融資
事業を通じた環境配慮活動や、気候変動など長期的環境課題が事業に
与える影響（リスク・機会）を踏まえた環境経営戦略を総合的に評価

 DBJ BCM格付融資
あらゆる危機的事象に直面しても、従業員の命を守り（防災対策）、事
業を継続し続ける経営戦略と対応力（事業継続対策）を総合的に評価

 DBJ健康経営格付融資
心身の健康、働きやすい環境づくり及びエンゲージメント（従業員エンゲージ
メント、ワークエンゲージメント）の観点から、人と組織の活性化に向けた取り
組みを総合的に評価

DBJサステナビリティ評価認証融資の体系と意義

DBJサステナビリティ
評価認証融資

健康経営格付BCM格付

環境格付

 社会や顧客の課題解決、顧客の内部管理の高度化・ステーク
ホルダーへのPRサポートを通じた価値向上

 財務情報のみならず、非財務情報を積極的に取り込むことで、
企業価値をより適切に評価

責任ある金融

お客様の持続的な価値創造＝サステナビリティ経営に伴走するパートナーとして

転載禁止
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DBJサステナビリティ評価認証融資 実績

実績
（2023.03末時点） 2022FY 累計 累計

38件 0,786件 1兆8,022億円
19件 0,440件 0兆5,763億円
30件 0,282件 0兆3,794億円
87件 1,508件 2兆7,580億円

環境格付
BCM格付
健康経営格付
合計

融資金額融資件数

転載禁止
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DBJ健康経営（ヘルスマネジメント）格付のアプローチ

エンゲージメントエンゲージメント

働きやすい
環境づくり
働きやすい
環境づくり心身の健康心身の健康

労働安全衛生法等に基づく法令遵守徹底

人と組織の活性化
⇒企業価値の向上

社会課題解決に向けて社会課題解決に向けて

転載禁止
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DBJ健康格付融資 スクリーニングの概要

分野 評価項目

心身の健康・
働きやすい環境づくり

（80点）

Ⅰ健康経営推進体制
A 健康経営マネジメント体制
B 健康経営課題の特定
C 目標・計画の設定
D コンプライアンス

Ⅱ健康経営施策
E 生活習慣病対策
F メンタルヘルス対策
G 労働時間の適正化・業務効率の改善
H 柔軟・多様な働き方
I 総合評価

エンゲージメント
（20点）

Ⅲエンゲージメント
J 長期的な事業環境の変化を踏まえた人材戦略
K エンゲージメントに関する分析と課題の特定
L エンゲージメント向上に向けた取り組み
M ステークホルダーに向けた取り組み

氏名 所属

小松原 祐介 氏 健康保険組合連合会 組合サポート部長（保健担当）

土肥 誠太郎 氏 株式会社MOANA土肥産業医事務所 代表取締役社長
産業医科大学 産業衛生教授

平井 孝幸 氏 株式会社イブキ 代表取締役
東京大学医学部附属病院 22世紀医療センター研究員

古井 祐司 氏 東京大学未来ビジョン研究センター データヘルス研究ユニット 特任教授
自治医科大学 客員教授

スクリーニングシートの評価項目（2023年度版） 健康経営格付スクリーニングシートのポイント
 スクリーニングシートの評価体系
「心身の健康」、「働きやすい環境づくり」、「エンゲージメント」の3分野より、
企業における人と組織の活性化や企業価値の向上に繋がるアップサイドの取
り組みを評価

 健康経営に関する最新トピックの反映
外部有識者のアドバイスを得ながら、毎年、スクリーニングシートをアップデート

心身の健康・
働きやすい環境づくり
（約60項目、80点）

従業員の心身の健康維持・増進や働きやすい環境づくりに関する
組織的なマネジメント体制と、具体的な各種施策を評価

エンゲージメント
（約20項目、20点）

企業の持続的な成長の源泉となる人的資本に関する長期的な戦
略や、エンゲージメント調査（従業員エンゲージメントまたはワーク
エンゲージメント）の活用、向上に向けた取り組みを評価

 健康経営格付のご評価は、DBJが独自に開発したスクリーニングシートを用いて実施。
 健康経営格付スクリーニングシートでは、「心身の健康」、「働きやすい環境づくり」、「エンゲージメント」の3分野から、約80項目をご評価。また、ス
クリーニングシートは毎年アップデートを実施しており、健康経営に関する最新のトピックを反映。

 設問の流れ、各項目内での問いの流れはロジックとなっており、考えが整理される仕組み。

転載禁止
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DBJ健康格付融資 対話を重視したプロセス

 健康格付スクリーニングシート（評価シート）を用いて、各設問についてエビデンスを記入しながらご評価。
 第三者（DBJ）との「対話」を通じ、各社様のお取り組みの可視化・課題把握に活用いただく。

お
申
し
込
み

企業審査

格付
スクリーニング

与
信
判
断
・
条
件
決
定

格
付
覚
書
締
結

契
約
締
結
・
融
資
実
行

③インタビュー
①質問票へのご回答、
関連資料提出 ④判定会議 ⑤評価決定②事前準備

モ
ニ
タ

リ
ン
グ

フ
ィ
ー
ド

バ
ッ
ク

対
外
発
表
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DBJ健康格付融資 商品設計

 スクリーニングにより企業の健康経営や人材戦略の取り組み等を評点化し、優れた企業を選定する世界で初めての融資
メニュー（2011年度より）。

 ｢心身の健康｣｢働きやすい環境づくり｣「エンゲージメント」の3分野、合計約80項目、100点満点の得点率に応じてランクが決定
 「心身の健康」「働きやすい環境づくり」で得点率30％以上でCランクのロゴマークがご利用可能

ランクCの得点基準に満たない場合は、通常のご融資でのご案内となります

ロゴマーク 基準

ランクA
特に優れている 65点以上

ランクB
優れている 45点以上65点未満

ランクC
十分である

心身の健康、働きやすい環境づくりで、
得点率30％以上

転載禁止
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DBJ健康格付融資 ご評価後の対話

 格付を取得されると、ご融資の実行後に「認定証」と「結果通知書」をお渡しし、またご希望に応じて、評価結果の詳細の
「フィードバック」を無料で実施。

 「フィードバック」では、評価ポイントや今後期待したい事項などをお伝えするほか、利用企業平均得点率と比較や他社の優れ
たお取り組み、関連事項の最新動向などの情報提供を通じて、今後のお取り組みの高度化をサポート。

認定証及び結果通知書（例） フィードバック資料（例）

0

20

40

60

80

100

A 「健康経営」に取り組むマネジメント

体制の構築

B 従業員の健康に関する状況・特性

の分析・把握

C 「健康経営」に関する目標・計画の

設定

D 生活習慣病対策

E メンタルヘルス対策

F 健康経営の高度化とステークホル

ダーに向けた取り組み
G 労働時間適正化・業務効率改善

H 働きやすい環境整備

K 中長期的な事業環境の変化を踏ま

えた人材戦略

L 従業員の働きがいに関する状況・特

性の分析・把握

M 働きがい向上に向けた具体施策

貴社評価 年度平均

転載禁止
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DBJ健康格付融資 ご利用企業様からのお声

出所︓DBJサステナビリティ評価認証融資専用HP

転載禁止
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Section 2

企業価値向上に向けた人的資本マネジメント

転載禁止
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 DBJが2022年6月に実施した調査では、広義の投資における優先度において人的投資の優先度は国内設備投資に次いで高い。
人手不足のほか、政府が重点政策に掲げたことも一因とみられる。

 人的投資の内容としては、研修の拡充が最多であり、健康経営の推進や就労環境整備など働き方改革に関連するもの、能力評
価システムの構築、中核人材・デジタル人材の育成など3割前後の企業で取り組まれている。

企業における人的投資

出所︓DBJ 「2022年度設備投資計画調査 結果概要」「企業行動に関する意識調査結果」

0 20 40 60 80

人的資本（非財務情報）の開示

生産性向上のための就労環境整備

能力評価・人事管理システムの構築

社内起業の支援

健康経営の推進

賃金引き上げ

中核経営人材の育成

デジタル人材の育成

社員研修の拡充

大企業（資本金10億円以上）

中堅企業（資本金1億円以上10億円未満）

人的投資の内容（3つまでの複数回答）
（％）

転載禁止
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社会課題と企業経営との関係

出所︓国際連合 ウェブサイト

 持続可能な開発目標（SDGs）にも示されているとおり、現代における社会課題は多様化・複雑化しているが、社会課題
やそれに伴う社会環境変化は、企業の長期的かつ持続可能な価値創出に影響を与える可能性がある。

 企業においては、将来の成長に影響を与える（リスク又は機会となる）社会課題を特定し、それらに対して戦略的に対処
していくことが求められている。

 環境・エネルギー
 気候変動リスクの顕在化等、環境問題の深刻化
 資源・食糧・水需要の増加による獲得競争激化、資源枯渇
 再生可能エネルギーの利用拡大
 人口
 国内少子・高齢化（労働人口の減少）
 世界（アジア・アフリカ等の新興国）の人口増加
 低所得人口爆発と貧困問題
 都市・インフラ
 先進国におけるインフラ老朽化・維持更新
 新興国におけるインフラ需要拡大
 テクノロジー
 IoT、AI
 サイバーセキュリティ
 価値観・ライフスタイル
 消費者ニーズ、価値観の多様化
 環境意識、健康意識の高まり

 機会の獲得・実現

 リスクの対応・低減

社会課題・社会環境変化の事例 社会課題がもたらすリスク・機会

① ビジネス機会獲得、
市場の開拓・拡大

• 事業を通じた社会課題解決（成長戦略との同期化）
• 将来の成長市場としての捉え直しや再定義、対象資
産の変更

② 企業ブランド価値の
向上

• 顧客・消費者の意識変化
• 顧客への訴求、他社との差別化

③ 従業員の意識向上 • 業務と社外への創出価値・影響力の見える化
• 課題意識の高い従業員の獲得・維持

④ ESG金融の活用 • ESG投資家への訴求
• 拡大するサステナブルファイナンスを調達に活用

⑤ 利害関係者への情
報開示

• 社会的価値への訴求を含めた成長ストーリーの提示
• 社内外の利害関係者（地域・株主・顧客・従業員
等）との関係強化

環境・社会面の
負の影響の
管理・緩和

サプライチェーン
マネジメントの
強化

規制変更・強化
への対応

ブランド力
低下
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企業価値の源泉となる人的資本
 非財務情報が、中長期的に財務パフォーマンスに大きく影響を与えるという考え方が主流。非財務（Non-Financial）と
いうよりは、未財務（Pre-Financial）という考え方がより納得しやすい。（左下図）

 そして非/未財務情報の価値は年々高まる一方にある。（右下図）
→それら非/未財務情報の中でも、人材育成・働き方改革といった要素はその中核的要素と位置付けられ、それらへの取り組
みは企業価値向上・企業活力維持の観点で求められている。

財務パフォーマンスは、いわば氷山の一角 時価総額に占める無形固定資産の割合

時間をかけて財務情報化していく

（出所）内閣府
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人的資本への関心の高まり
 企業価値における無形資産の重要性が高まる中、特に人材や人材戦略への関心が高まっている。
 人材は「人的資本（Human Capital）」としての捉え方に変化。マネジメントの方向性も「管理」から、人材の成長を通じた
「価値創造」へと変わり、人材へ投じる資金は価値創造への「投資」になる。

出所︓ 「人的資本可視化指針」よりDBJ作成

2020年9月 経済産業省 「持続的な企業価値の向上と人的資本に関する研究会 報告書」（人材版伊藤レポート）公表。
「持続的な企業価値の向上」を実現するため、経営戦略と連動した人材戦略の策定とそれら情報の「見える化」の重要性を提示。

2022年5月 経済産業省 「人材版伊藤レポート2.0」を公表。実践を主眼とした具体的かつ先進的な取り組みを提示。

2022年8月 内閣官房新しい資本主義実現本部事務局が「人的資本可視化指針」を公表。
人的資本に関する資本市場への情報開示の在り方と方向性について包括的に整理した手引き。「人材版伊藤レポート」「人材版伊
藤レポート2.0」と併せた活用が期待されている。
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「リスク」マネジメントの観点「価値向上」の観点 「人的資本可視化指針」が示す項目例
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Section 3

組織的な健康づくりに向けて
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DBJ健康経営格付融資 ご利用企業様（直近事例（一部））
転載禁止
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DBJ健康格付融資 お取り組み事例（一部抜粋）

（注）順不同。便宜上、プレスリリースより抜粋、詳細はプレスリリースをご参照ください。
https://www.dbj-sustainability-rating.jp/health/list.html

化学 強固な健康経営体制に基づく
高度なマネジメントの実践

中長期的な社内外の環境分析を
踏まえた健康課題の把握

経営計画（2030）と連動する
人材戦略の策定（エンゲージメントスコア）

食料 中長期的な健康経営施策の設定と実践 社内外へ積極的かつ継続的な情報発信 長期経営目標2030と働きがい向上に
向けたエンゲージメントサーベイの活用

卸売 サステナビリティ中計と連動した
健康経営の推進

ハイリスクアプローチと
ポピュレーションアプローチの展開

双方向コミュニケーションの活性化と
組織力の強化

化学 健康経営の高度化に向けた
推進体制の見直し

独自の運動や健康アプリ、睡眠研修など
新たな施策の展開 全社的なデジタルスキルの強化

業務用機械 健康経営中期活動計画に基づく実践 取り組み意義や施策の全社浸透 外国人材も含めた働きやすい環境づくり

小売 長期ビジョン（2050）を見据えた
健康経営の推進体制の構築

心身の健康に関する
従業員アンケートの実施と活用

働きがい向上に向けた
価値観表彰制度の活用

サービス 健康経営を通じた価値創造の明確化 行動評価特性における「健康」行動の設定 多様な人材が働きやすい職場形成に
向けた研修の実施

運輸 強いリーダーシップによる
健康経営の推進

各種検査・検診項目、
健康相談や事後フォローの拡充 変革と挑戦に向けた人事制度の見直し

業務用機械 健康相談室を中心とした取り組みの推進 健康イベントの実施 裁量労働者へのメンタルヘルス対策等
メンタル不調未然防止策の実施

■健康維持・増進 ■エンゲージメント他
■働きやすい環境づくり ■経営との統合

業種や事業拠点・規模、取り組み開始からの経過年数に関わらず幅広くご利用いただいており、特にエリアにおける中核企
業や中堅企業からも格付融資利用への期待が見受けられる。

従業員の心身の健康づくりに関する取り組みが定着してくると、従業員と企業の持続的な成長を見据えた取り組みや人的
資本マネジメントによる企業価値の向上など、フェーズの高度化が見られる。

健康づくりを組織にとって有効な活動として定着を図るためにも、目的の明確化とPDCAの活用が重要。
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 お客様の「サステナビリティ経営」の高度化に向けた商品・サービスに関する専用ウェブサイトを設けております。
 サステナビリティ評価認証融資の概要・認証取得企業様のインタビュー記事のほか、DBJ-対話型サステナビリティ・リンク・ローンやナ
レッジサービス、有識者の方々のコラム等も掲載しておりますので、ぜひ、ご覧下さい。

※関連するプレスリリースにつきましては、PR効果の向上を企図し、DBJ本体ウェブサイトと専用ウェブサイトの双方に掲載しております。

【ご紹介】 DBJサステナブルソリューション 専用ウェブサイト

掲載コンテンツのご紹介

（出典） DBJサステナブルソリューション ウェブサイト

URL :  https://www.dbj-sustainability-rating.jp/
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